
議案第１号 

 

安曇野市会計年度任用職員の給料等及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例 

安曇野市会計年度任用職員の給料等及び費用弁償に関する条例（令和元年安曇野市条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

第４条（見出しを含む。）中「号給」を「号俸」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

号俸 給料月額 

 円 

１ 150,100 

２ 151,200 

３ 152,400 

４ 153,500 

５ 154,600 

６ 155,700 

７ 156,800 

８ 157,900 

９ 158,900 

10 160,300 

11 161,600 

12 162,900 

13 164,100 

14 165,600 

15 167,100 

16 168,700 

17 169,800 

18 171,200 

19 172,600 

20 174,000 

21 175,300 

22 177,800 

23 180,300 



24 182,800 

25 185,200 

26 186,900 

27 188,500 

28 190,200 

29 191,700 

30 193,400 

31 195,200 

32 196,900 

33 198,500 

34 199,900 

35 201,400 

36 202,900 

37 204,200 

38 205,500 

39 206,700 

40 208,000 

41 209,300 

42 210,600 

43 211,900 

44 213,200 

45 214,300 

46 215,600 

47 216,900 

48 218,200 

49 219,200 

50 220,300 

51 221,300 

52 222,300 

53 223,300 

54 224,200 

55 225,100 

56 226,000 



57 226,300 

58 227,100 

59 227,800 

60 228,500 

61 229,200 

62 230,000 

63 230,700 

64 231,300 

65 231,900 

66 232,500 

67 233,100 

68 233,800 

69 234,500 

70 235,100 

71 235,600 

72 236,300 

73 237,000 

74 237,600 

75 238,200 

76 238,700 

77 239,300 

78 240,000 

79 240,700 

80 241,200 

81 241,700 

82 242,300 

83 242,900 

84 243,400 

85 243,900 

86 244,500 

87 245,100 

88 245,600 

89 246,100 



90 246,600 

91 246,900 

92 247,300 

93 247,600 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第２号 

 

安曇野市債権管理条例の一部を改正する条例 

安曇野市債権管理条例（平成27年安曇野市条例第10号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第２号中「において」を「若しくはその相続人の全員が相続の放棄をした

場合又は相続人の存在が明らかではない場合であって」に改め、同項に次の２号を加える。 

(６) 債務者が著しい生活困窮状態（生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定によ

る保護を受け、又はこれに準ずる状態をいう。）にあり、資力の回復が困難で、かつ、

弁済の見込みがないとき。 

(７) 当該債権の存在に法律上の争いがある場合において、市長が勝訴の見込みがない

と判断したとき。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第３号 

 

安曇野市太陽光発電設備の設置等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、太陽光発電設備の設置等に関して必要な事項を定めることにより、

災害の防止及び市の風土が育んできた豊かで良好な景観・自然環境等の保全を図り、も

って太陽光発電事業との共生並びに市民の生命及び財産を保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 太陽光発電設備 太陽光を電気に変換する設備及びその附属設備（送電に係る鉄

柱等を除く。）をいう。 

(２) 自然環境等 自然環境及び生活環境をいう。 

(３) 太陽光発電事業 太陽光発電設備により、電気を得る事業をいう。 

(４) 造成等 太陽光発電設備を設置するために必要な切土、盛土、埋土等の土地の造

成その他土地の区画形質の変更及び木竹の伐採等をいう。 

(５) 太陽光発電設備の設置 太陽光発電設備の新設及び増設（造成等を含む。）をい

う。 

 (６) 設置者 太陽光発電設備を設置する事業を自ら行う者又は当該事業の発注者をい

う。 

(７) 事業区域 太陽光発電設備を設置する事業の用に供する区域（事業区域内の建築

物を含む。）をいう。 

(８) 営農型太陽光発電設備 農地に支柱を立てて営農を適切に継続しながら上部空間

に太陽光発電設備を設置するものをいう。 

(９) 太陽光発電設備設置事業 太陽光発電設備（営農型太陽光発電設備を含み、建築

基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物の屋根又は屋上に設

置する太陽光発電設備を除く。この号において同じ。）を設置する事業のうち、次の

いずれかに該当するものをいう。 

ア 発電出力が10キロワット以上（同一又は共同の関係にあると認められる設置者が、

同時期若しくは近接した時期又は近接した場所に設置する太陽光発電設備の合算し

た発電出力が10キロワット以上となる場合を含む。）の太陽光発電設備を設置する

もの 

イ 事業区域の面積が1,000平方メートルを超えるもの 

ウ 事業区域内における土地の高低差が13メートルを超えるもの 

(10) 事業者 設置者及び設置者との契約により太陽光発電設備設置事業の施行を請け

負う全ての者をいう。 



(11) 地域住民等 事業区域の境界からおおむね30メートル以内の区域に土地若しくは

建築物を所有する者若しくは居住する者、当該対象区域に係る区に居住する者又は事

業により影響を受ける者であって市長が必要と認めたものをいう。 

(12) 所有者等 事業区域の土地又は建築物の所有者、占有者及び管理者をいう。 

 (13) 事業計画 太陽光発電設備設置事業に係る計画をいう。 

 (14) 許可事業者 第16条第１項の許可を受けた事業者（第18条第１項の変更の許可を

受け、太陽光発電設備設置事業を譲り受けた者を含む。）をいう。 

(15) 設置工事 第16条第１項の許可を受けた太陽光発電設備設置事業に係る工事

（第18条第１項の変更の許可を受け、実施した工事を含む。）をいう。 

(16) 特定設備 第20条第１項の完了の検査の結果、市長が許可の内容に適合してい

ると認めた太陽光発電設備設置事業に係る太陽光発電設備をいう。 

（基本理念） 

第３条 太陽光発電設備設置事業に関係する者は、市の良好な景観・自然環境等は、長年

にわたり地域の歴史、文化等の発展及び人々の生活等との調和に欠かすことのできない

貴重な財産であるため、太陽光発電設備の設置等に当たっては、良好な景観・自然環境

等を維持することができるよう努めなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、第１条の目的を達成するために、必要な措置を講ずるものとする。 

（事業者等の責務） 

第５条 事業者は、関係法令等及びこの条例を遵守するとともに、災害の防止及び良好な

景観・自然環境等の保全のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 設置者は、太陽光発電設備設置事業を実施するときは、太陽光発電設備の維持管理に

要する費用を確保しなければならない。 

（地域住民等の責務） 

第６条 地域住民等は、市の施策及びこの条例に定める手続の実施に協力するよう努めな

ければならない。 

２ 地域住民等は、事業者に対し、太陽光発電設備設置事業に同意することと引換えに不

当な利益を求めてはならない。 

 （所有者等の責務） 

第７条 所有者等は、災害の発生を助長し、又は良好な景観・自然環境等を損なうおそれ

のある事業者に対し、当該事業区域を使用させることのないよう努めなければならない。 

（禁止区域） 

第８条 市長は、災害の防止及び良好な景観・自然環境等の保全のため、太陽光発電設備

設置事業の実施を認めない区域を禁止区域として指定するものとする。ただし、国又は

地方公共団体が太陽光発電設備を設置する場合は、この限りでない。 

２ 前項の禁止区域は、次の各号のいずれかに該当する区域とする。 



(１) 砂防法（明治30年法律第29号）第２条の規定により指定された砂防指定地 

(２) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）第27条第１項の規定により指定された建

造物の敷地、同法第57条第１項の規定により登録された建造物の敷地、同法第78条第

１項の規定により指定された重要有形民俗文化財の建物の敷地、同法第90条第１項の

規定により登録された有形民俗文化財の建物の敷地、同法第109条第１項の規定によ

り指定された史跡、名勝又は天然記念物の区域、同法第132条第１項の規定により登

録された記念物の区域、同法第134条第１項の規定により選定された重要文化的景観

及び同法第142条の規定により定めた伝統的建造物群保存地区 

(３) 森林法（昭和26年法律第249号）第５条第１項に規定する地域森林計画の対象と

なっている森林の区域 

(４) 農地法（昭和27年法律第229号）第４条第６項第１号ロ及び同法第５条第２項第

１号ロに規定する農地の区域。ただし、営農型太陽光発電設備を設置する場合は、こ

の限りでない。 

(５) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の規定により指定された

地すべり防止区域及び準ずる区域 

(６) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第

１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域及び準ずる区域 

(７) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法

律第57号）第７条第１項の規定により指定された土砂災害警戒区域及び準ずる区域並

びに同法第９条第１項の規定により指定された土砂災害特別警戒区域 

(８) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）

第28条第１項の規定により指定された鳥獣保護区及び同法第29条第１項の規定によ

り指定された特別保護地区の区域 

(９) 文化財保護条例（昭和50年長野県条例第44号）第４条第１項の規定により指定さ

れた建造物の敷地及び同条例第30条第１項の規定により指定された史跡、名勝又は天

然記念物の区域 

(10) 安曇野市文化財保護条例（平成17年安曇野市条例第238号）第３条第１項の規定

により指定された建造物の敷地、史跡、名勝、天然記念物、文化的景観又は伝統的

建造物群の区域 

(11) 斜度30度以上の勾配を有する土地を含む区域 

(12) 安曇野市の適正な土地利用に関する条例（平成22年安曇野市条例第28号）第９

条第１項第５号の山麓保養区域及び同項第６号の森林環境区域 

(13) 安曇野市屋外広告物条例（平成24年安曇野市条例第10号）第６条第１項第１号

で定める第１種規制地域 

(14) 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条第１項各号に規定する都市公園 

(15) 自然公園法（昭和32年法律第161号）第２条第１号に規定する自然公園 



(16) 安曇野市都市公園条例（平成17年安曇野市条例第207号）第２条に規定する都市

公園 

(17) 安曇野市公園条例（平成17年安曇野市条例第153号）第２条に規定する公園 

(18) 安曇野市農村公園条例（平成17年安曇野市条例第174号）第２条に規定する農村

公園 

(19) 黒沢洞合自然公園の設置及び管理に関する条例（平成19年安曇野市条例第26号）

第２条に規定する公園 

(20) 安曇野市かじかの里公園の設置及び管理に関する条例（令和２年安曇野市条例

第28号）第２条に規定する公園 

(21) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めて告示した区域 

（抑制区域） 

第９条 市長は、災害の防止及び良好な景観・自然環境等の保全のため、太陽光発電設備

設置事業の実施について特に配慮が必要と認められる区域を抑制区域として指定し、事

業者に対し事業区域に含めないよう求めることができる。 

２ 前項の抑制区域は、次の各号のいずれかに該当する区域とする。 

(１) 水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項及び第２項の規定により指定され

た洪水浸水想定区域 

(２) 文化財保護法第93条の周知の埋蔵文化財包蔵地の区域 

(３) 前条第２項第２号、第９号及び第10号の区域の敷地境界から30メートル以内の区

域 

(４) 農地法第４条第６項第１号イに規定する農用地区域内にある農地の区域 

(５) 長野県水環境保全条例（平成４年長野県条例第12号）第11条第１項の規定により

指定された水道水源保全地区の区域 

(６) 安曇野市景観条例（平成22年安曇野市条例第29号）第８条第２項で定める景観

づくり推進地区、同条例第21条の規定により指定された景観重要建造物及び景観重

要樹木から30メートル以内の区域並びに同条例第27条第１項の規定により認定され

た景観づくり住民協定の区域 

(７) 前条第２項第14号から第20号までに掲げる公園の敷地境界から30メートル以内の

区域 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた区域 

（事前協議） 

第10条 事業者は、規則で定めるところにより、太陽光発電設備設置事業に係る概要書

（以下「事業概要書」という。）を提出し、関係法令等及びこの条例その他関連する事

項について市長と協議しなければならない。 

２ 市長は、前項の協議があったときは、事業者に対し必要な指導又は助言をすることが

できる。 



（標識の設置） 

第11条 事業者は、事業概要書の内容を地域住民等に周知するため、規則で定めるところ

により、事業区域内の道路等に面した見えやすい場所に標識を設置しなければならない。 

２ 前項の標識を設置する期間は、前条第１項の協議を開始した日から第20条第２項の規

定による通知を受けた日までとする。 

（地域住民等への説明） 

第12条 事業者は、事業計画を周知するため、規則で定めるところにより、地域住民等に

対し説明会を開催し、その結果を説明会の開催した日の翌日から起算して７日以内に市

長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告を受けたときは、地域住民等から当該事業計画に対する災害の防

止又は良好な景観・自然環境等の保全上の見地からの意見の申出を受け付けるために14

日以上の受付期間及び受付場所を定め、地域住民等に周知するものとする。 

３ 地域住民等は、前項の周知がされたときは、当該事業計画に対する意見を記載した書

面（以下「申出書」という。）を市長に提出することができる。 

４ 市長は、前項の申出書が提出されたときは、当該意見の申出の受付期間満了の日の翌

日から起算して７日以内に当該申出書の写しを事業者に送付するものとする。 

５ 市長は、前項の規定による申出書の写しの送付及び第８項の協議の際は、当該申出書

に記載されている者の権利又は市の条例上保護される利益について十分に配慮しなけれ

ばならない。 

６ 事業者は、第４項の申出書の写しの送付を受けたときは、14日以内に当該意見に対す

る見解を記載した書面（次項において「見解書」という。）を作成し、市長に提出しな

ければならない。 

７ 市長は、前項の見解書が提出されたときは、７日以内に当該見解書の写しを申出書に

記載されている者に送付するものとする。 

８ 市長は、当該申出書に記載されている者から求めがあったときは、事業者を含めて協

議することができる。 

（同意） 

第13条 事業者は、太陽光発電設備設置事業に係る申請をする前に、次に該当する者から、

署名による同意を得なければならない。 

(１) 所有者等（所有者等が設置者の場合を除く。） 

(２) 地域住民等 

(３) 事業区域に該当する区の代表者その他規則で定める者（以下「区等の長」とい

う。） 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた個人又は組織等の代表者 

２ 事業者は、前項の同意を得たときは、当該同意を証する書類を市長に提出しなければ

ならない。 



（同意の制限） 

第14条 前条の規定にかかわらず、災害対策等を目的として太陽光発電設備設置事業を行

う場合で、市長がこの条例の目的に照らして支障がなく必要と認めるときは、前条の同

意を得たものとみなす。 

（協定の締結） 

第15条 事業者は、事業区域及びその周辺地域の災害の防止及び良好な景観・自然環境等

の保全に係る事項等について、区等の長から求めがあったときは、協定を締結しなけれ

ばならない。 

２ 事業者は、前項の規定により協定を締結したときは、当該協定に係る書面の写しを市

長に提出しなければならない。 

（太陽光発電設備設置事業の許可） 

第16条 設置者は、第10条第１項の規定による市長との協議を完了した日から起算して１

年以内に、太陽光発電設備設置事業に係る許可申請書（以下「許可申請書」という。）

を市長に提出し、市長の許可を受けなければならない。 

２ 許可申請書には、次に掲げる事項が記載された書類を添付しなければならない。 

(１) 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主た

る事務所の所在地。以下同じ。） 

(２) 事業区域内における作業及び事故防止等に関する事項を総括する者（以下「現場

管理者」という。）の氏名及び住所 

(３) 工事の着手予定日及び完了予定日 

(４) 事業区域の所在地及び面積 

(５) 太陽光発電設備の発電出力 

(６) 工事の設計内容 

(７) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

３ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23年法律第108号）

第９条第１項の規定による再生可能エネルギー発電事業計画の認定申請を行う者は、第

１項の規定による許可を受けた後に行うものとする。 

（許可の基準等） 

第17条 市長は、前条第１項の許可申請書の提出があった場合において、当該申請書の内

容が次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の許可をしないものとする。 

(１) 第13条の同意が得られていないとき。 

(２) 事業者及び現場管理者が次のいずれかに該当するとき。 

ア 太陽光発電設備設置事業を実施するために必要な資力及び信用があると認められ

ない者 

イ 安曇野市暴力団排除条例（平成24年安曇野市条例第３号）第２条に規定する暴力

団若しくは暴力団員又は暴力団員等と密接な関係を有する者 



ウ 第23条第１項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過し

ない者（当該許可を取り消された者が法人である場合にあっては、当該取消しの処

分に係る安曇野市行政手続条例（平成17年安曇野市条例第14号）第15条第１項の規

定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず、当該法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同

じ。）であった者で、当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

エ 過去に第23条第２項又は第24条の規定による命令を受けた者で、当該命令に係る

必要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

オ 太陽光発電設備設置事業の実施に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがある

と市長が認めた者 

カ 未成年者の法定代理人（法定代理人が法人である場合にあっては、その役員を含

む。）がイからオまでのいずれかに該当する者 

キ 法人でその役員又は規則で定める使用人（以下「特定使用人」という。）のうち

イからオまでのいずれかに該当するもの 

ク 法人でイに規定する者がその事業活動を支配するもの 

ケ 個人で特定使用人のうちイからオまでのいずれかに該当するもの 

(３) 事業計画における次に掲げる事項が規則で定める基準に適合しないとき。 

ア 太陽光発電設備の設置に係る防災上の措置に関する事項 

イ 事業区域及びその周辺地域における良好な景観・自然環境等の保全に関する事項 

ウ 地域住民等との良好な関係の構築及び維持に関する事項 

エ 太陽光発電設備の設計の安全性の確保に関する事項 

オ 抑制区域で計画する場合は、特に配慮すべき事項 

カ その他市長が必要と認めた事項 

 (４) 関係法令等若しくはこの条例に違反し、又は市長がこれらに違反していると判断

する事由があるとき。 

２ 市長は、前条第１項の規定による許可に、災害の防止又は良好な景観・自然環境等の

保全上必要な条件を付すことができる。 

（変更の許可等） 

第18条 許可事業者は、第16条第１項で許可を受けた事業計画を変更（当該事業を他者に

譲渡する場合を含む。以下同じ。）しようとするときは、あらかじめ、市長の許可を受

けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をしようとするときは、この限

りでない。 

２ 許可事業者は、前項ただし書の軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を市長に

届け出なければならない。 



３ 第10条から第14条まで及び前２条の規定は、第１項の許可について準用する。ただし、

第10条及び第11条の規定は、当該許可に係る事業計画の変更が事業区域及びその周辺地

域の災害の防止又は良好な景観・自然環境等の保全上の見地から市長が必要と認めた場

合に限り準用する。 

（着手の届出） 

第19条 許可事業者は、設置工事に着手するときは、あらかじめ、規則で定めるところに

より、市長に届け出なければならない。 

（工事完了の検査） 

第20条 許可事業者は、次の各号のいずれかに該当したときは、規則で定めるところによ

り、市長の検査を受けなければならない。 

(１) 造成等が完了したとき。 

(２) 設置工事の全てが完了したとき。 

２ 市長は、前項の検査を実施したときは、当該検査をした日の翌日から起算して７日以

内に、規則で定めるところにより、検査の結果を許可事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由により、検査の一

部を、市の職員以外の者に検査させることができる。 

（保全義務） 

第21条 特定設備の事業者及び所有者等は、災害の防止又は良好な景観・自然環境等の保

全上の支障が生じないよう、特定設備及び事業区域を常時安全かつ良好な状態に維持管

理しなければならない。 

２ 特定設備の事業者及び所有者等は、事業区域及びその周辺地域で災害等が発生したと

きは、速やかに特定設備を点検しなければならない。 

３ 特定設備の事業者及び所有者等は、前項による点検の結果、特定設備に異常等があっ

たときは、当該特定設備の保全のために必要な措置を講じ、その内容を市長に報告しな

ければならない。 

（事業の廃止） 

第22条 許可事業者は、太陽光発電事業を廃止するときは、規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、太陽光発電事業を廃止するときは、速やかに太陽光発電設備を撤去しなけ

ればならない。 

３ 事業者は、太陽光発電設備を撤去したときは、事業区域を事業着手時の状態に復旧す

ることを原則とし、当該特定設備の撤去に伴い発生した廃棄物等は適正に処理しなけれ

ばならない。 

（許可の取消し） 

第23条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第16条第１項又は第18

条第１項の許可を取り消すことができる。 



(１) 偽りその他不正な手段により、第16条第１項又は第18条第１項の許可を受けたと

き。 

(２) 第17条第２項の許可に付した条件に違反したとき。 

(３) 第16条第１項の許可を受けた日から起算して１年を経過した日までに設置工事に

着手しなかったとき。 

(４) １年以上引き続き設置工事を施工していないとき。 

(５) 第17条第１項第２号に掲げる要件を満たさないと認められるとき。 

(６) 第18条第１項の変更の許可を受けなければならない事項を同項の許可を受けない

で変更したとき。 

２ 市長は、第16条第１項若しくは第17条第２項の許可に付した条件に違反し、又はこれ

らの許可の内容に適合していない太陽光発電設備設置事業について、許可事業者又は現

場管理者に対し、当該事業の施行の停止を命じ、又は相当の期限を定めて、当該事業の

施行に伴う災害の防止若しくは良好な景観・自然環境等の保全のために必要な措置を講

ずることを命ずることができる。 

（改善命令） 

第24条 市長は、特定設備又は事業区域の維持管理が適切になされておらず、又は極めて

不完全であるために、災害が発生し、又は良好な景観・自然環境等に重大な影響を及ぼ

すおそれがあると認めたときは、必要な限度において、特定設備の事業者及び所有者等

に対し、相当の期限を定めて、災害の防止及び良好な景観・自然環境等の保全のために

必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（報告及び立入調査） 

第25条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、特定設備の事業者及び所有者等

に対し報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に事業区域に立ち入らせ、当該事

業その他の行為の状況を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定による立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に、

これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

（勧告） 

第26条 市長は、必要に応じ、次に該当する者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずべ

きことを勧告することができる。 

(１) 第10条第１項（第18条第３項において準用する場合を含む。）の規定による協議

をせず、又は虚偽の内容で協議を行った者 

(２) 第12条第１項及び第２項（これらの規定を第18条第３項の規定において準用する

場合を含む。）の規定による地域住民等への説明に係る措置を講じない者 

(３) 第12条第１項及び第６項（これらの規定を第18条第３項の規定において準用する



場合を含む。）の規定による報告若しくは見解書の提出を正当な理由なく拒み、又は

虚偽の報告若しくは見解書の提出をした者 

(４) 前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出を正当な理由なく拒み、又は虚

偽の報告若しくは資料の提出をした者 

(５) 前条第１項の規定による立入調査を正当な理由なく拒み、妨げ、又は忌避した者 

（公表及び一時停止命令） 

第27条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、設置者の氏名及び住所並びに違

反又は勧告の内容を公表するとともに、特定設備の稼働の一時停止を命じることができ

る。 

(１) 第23条第２項又は第24条の規定による命令に違反したとき。 

(２) 前条の規定による勧告に従わないとき。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、公表の対象とな

る者に対し弁明の機会を付与しなければならない。 

（国又は県への通知） 

第28条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、設置者の氏名及び住所並びに違

反又は勧告の内容を国又は県へ通知することができる。 

(１) 第23条第２項又は第24条の規定による命令に違反したとき。 

(２) 第26条の規定による勧告に従わないとき。 

（委任） 

第29条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

（罰則） 

第30条 正当な理由がなく、次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処

する。 

(１) 第23条第２項又は第24条の規定による命令に違反した者 

(２) 第26条の規定による勧告に従わない者 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年６月20日から施行する。 

（安曇野市の適正な土地利用に関する条例の一部改正） 

２ 安曇野市の適正な土地利用に関する条例（平成22年安曇野市条例第28号）の一部を次

のように改正する。 

第17条第２項第３号中「又は軽易な行為」を、「、軽易な行為その他特定の行為」に

改める。 

（安曇野市の適正な土地利用に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 



３ 前項の規定による改正後の安曇野市の適正な土地利用に関する条例（以下この項にお

いて「改正後の土地利用条例」という。）の規定は、この条例の施行の日以後に改正後

の土地利用条例第40条第１項の素案が提出（基本計画に整合する開発事業にあっては、

改正後の土地利用条例第18条第２項の案の提出）される開発事業に適用し、同日前に提

出された開発事業については、なお従前の例による。 

 

 

  令和５年２月 20 日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛  

 



議案第４号 

 

   安曇野市工場立地法に基づく準則を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、工場立地法（昭和 34 年法律第 24 号。以下「法」という。）第４条の

２第１項の規定に基づき、法第４条第１項の規定により公表された準則（以下「法準則」

という。）に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 準工業地域、工業地域又は工業専用地域 それぞれ、都市計画法（昭和 43 年法律

第 100 号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域、工業地域又は工業専用地域を

いう。 

 (２) 準ずる地域 安曇野市の適正な土地利用に関する条例（平成 22 年安曇野市条例

第 28 号。以下「土地利用条例」という。）第７条で定められた安曇野市土地利用基本

計画において、都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域に準ずる地域とし

て定められた地域をいう。 

(３) 田園環境区域 土地利用条例第９条第２項第４号に掲げる区域をいう。 

 (４) 基本集落又は産業集積地 それぞれ、安曇野市土地利用基本計画で掲げる基本集

落又は産業集積地をいう。 

 (５) 住宅に併せて商業等を目的とする用途地域 都市計画法第８条第１項第１号に掲

げる用途地域のうち、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中

高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、

準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域及び商業地域をいう。 

 (６) 田園居住区域 土地利用条例第９条第２項第３号に掲げる区域をいう。 

２ 前項各号に定めるもののほか、この条例において使用する用語は、法において使用す

る用語の例による。 

 （区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第３条 法第４条の２第１項に規定する区域並びに当該区域における緑地及び環境施設の

それぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表のとおりとする。 

区域（以下「対象区域」という。） 

緑地の面

積の敷地

面積に対

する割合 

環境施設

の面積の

敷地面積

に対する

割合 



(１) 準工業地域、工業地域又は工業専用地域 

(２) 準工業地域、工業地域又は工業専用地域に準ずる地域 

(３) 田園環境区域における基本集落内及びその隣接地 

(４) 産業集積地及びその隣接地 

(５) 上記区域以外の区域（住宅に併せて商業等を目的とす

る用途地域、これに準ずる地域又は田園居住区域を除く。）

で、その区域内の住民の生活環境に及ぼす影響が小さい区

域であると市長が認める区域 

100 分の

10 以上 

100 分の

15 以上 

２ 緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑地面積率」という。）を算定する場合に

おいて、工場立地法施行規則（昭和 49 年大蔵省、厚生省、農林省、通商産業省、運輸省

令第１号）第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設又は同条第１号トに掲げる

施設と重複する土地及び同規則第３条に規定する建築物屋上等緑化施設については、敷

地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の 100 分の 50 の割合まで緑地面積率の算定に用

いる緑地の面積に算入することができるものとする。 

 （敷地が対象区域及び対象区域以外の区域にわたる場合の適用） 

第４条 特定工場の敷地が対象区域及び対象区域以外の区域にわたる場合において、対象

区域の当該敷地に占める面積の割合が２分の１以上のときは当該敷地の全部について前

条の規定を適用し、当該割合が２分の１未満のときは当該敷地の全部について同条の規

定を適用しない。 

 （本市に隣接する地方公共団体の長との協議） 

第５条 特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたる場合におけるこの

条例の規定の適用については、市長が当該地方公共団体の長と協議して定める。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 昭和 49 年６月 28 日以前に設置され、又は設置のための工事が行われていた特定工場

（以下「既存工場」という。）が第３条に規定する対象区域に存する場合にあって、生産

施設の面積の変更（生産施設の面積の減少を除く。）が行われるときは、第３条の規定に

適合する緑地及び環境施設の面積の算定を法準則備考第１項第２号及び第３号並びに備

考第３項の規定の例により行うものとする。この場合において、対象区域に存する既存

工場については、法準則備考第１項第２号中「0.2」とあるのは「0.1」と、同項第３号

中「0.25」とあるのは「0.15」と、法準則備考第３項第１号中「0.2」とあるのは「0.1」

と、同項第２号中「0.25」とあるのは「0.15」と読み替えるものとする。 



 

 

  令和５年２月 20 日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第５号 

 

安曇野市景観条例の一部を改正する条例 

安曇野市景観条例（平成22年安曇野市条例第29号）の一部を次のように改正する。 

第８条第４項を次のように改める。 

４ 第１項各号に掲げるエリア及び第２項に掲げる推進地区における法第８条第２項第２

号に規定する良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項及び同条第３項に規定

する良好な景観の形成に関する方針（以下この条において「方針」という。）は、当該

エリア（推進地区を定めた場合にあっては、推進地区）ごとに定めるものとする。 

第８条第６項を削る。 

第９条第１項中「並びに第27条第１項」を「、第27条第１項」に改める。 

第11条中「屋外工作物」を「屋外広告物」に改める。 

第12条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「平成22年安曇野市条例第29号」を「平

成22年安曇野市条例第28号」に改め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、

第２項の次に次の１項を加える。 

３ 景観法施行規則（平成16年国土交通省令第100号）第１条第２項第４号に規定する条

例で定める図書は、完成予想図、外構図その他の規則で定める図書とする。 

第13条第９号中「第９条第３項又は同法第10条第３項の規定による許可」を「第10条第

３項又は同法第16条第３項の規定による認可」に、「第13条第３項又は同法第14条第３項」

を「第20条第３項又は同法第21条第３項」に、「第26条第１項」を「第33条第１項」に改

め、同条第13号中「長野県文化財保護条例」を「文化財保護条例」に改める。 

第14条中「すべて」を「全て」に改める。 

第29条中「者」を「もの」に改める。 

第31条第１項中「（以下「審議会」という。）」を削り、同条第２項中「審議会」を

「安曇野市景観審議会」に改め、同項第１号を次のように改める。 

(１) 学識経験を有する者 

第31条第４項中「審議会に」を「安曇野市景観審議会は」に改め、同条第５項中「審議

会」を「安曇野市景観審議会」に改める。 

附則第２項中「審議会」を「安曇野市景観審議会」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に長野県景観条例（平成４年長野県条例第22号）第32条第１

項の規定により長野県知事の認定を受けている景観育成住民協定は、第27条第１項の規

定により市長の認定を受けた景観づくり住民協定とみなす。 



 

 

令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 

 



議案第６号 

 

安曇野市屋外広告物条例の一部を改正する条例 

安曇野市屋外広告物条例（平成24年安曇野市条例第10号）の一部を次のように改正する。 

第９条を削る。 

第８条第１項中「第３条第１項第10号又は第４条第１項第７号」を「第４条第１項第10

号又は第５条第１項第７号」に、「第３条第１項又は第４条第１項」を「第４条第１項又

は第５条第１項」に改め、同条第２項中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改め、

「やむを得ない」の次に「理由がある」を加え、同条第４項を削り、同条第５項中「第３

項」を「前項」に、「第６条第１項」を「第７条第１項」に改め、同項を同条第４項とし、

同条を第９条とする。 

第７条第１項中「第３条第１項及び第６条第１項」を「第４条第１項及び第７条第１

項」に改め、同項第２号中「選挙運動」の次に「又は政治活動」を加え、同条第２項中

「第６条第１項」を「第７条第１項」に改め、同条を第８条とする。 

第６条第５項中「市長は、」の次に「第２項若しくは」を加え、「第２項若しくは第３

項の規定による」を「当該」に改め、同条を第７条とする。 

第５条第１項各号列記以外の部分中「以下」の次に「これらを」を加え、同項第１号中

「第１種規制地域」を「第１種規制地域は、次に掲げる地域又は場所をいう。」に改める。 

第５条第１項第２号を次のように改める。 

(２) 第２種規制地域は、前号及び次号に規定する地域又は場所以外の安曇野市の区域

をいう。 

第５条第１項第３号中「第３種規制地域」を「第３種規制地域は、次に掲げる地域又は

場所をいう。」に改め、同号ア中「同項第１号イ」を「第１号イ」に改め、同条を第６条

とし、第４条を第５条とし、第３条を第４条とし、第２条を第３条とし、第１条の次に次

の１条を加える。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、法におい

て使用する用語の例による。 

第10条を次のように改める。 

（許可証等の交付） 

第10条 市長は、第７条第１項又は第12条第１項の規定による許可（以下「この条例の許

可」という。）の可否について、その者に対し、規則で定めるところにより、許可証等

を交付するものとする。 

第27条を第31条とする。 

第26条第１号中「第３条第１項」を「第４条第１項」に改め、同条第２号中「第６条第

１項」を「第７条第１項」に改め、同条第３号中「第９条第１項」を「第12条第１項」に



改め、同条第４号中「第12条第１項」を「第13条第１項」に改め、同条第５号中「第17条

第２項」を「第20条第２項」に改め、同条第６号中「第21条第１項」を「第24条第１項」

に改め、同条を第30条とする。 

第25条中「第17条第１項」を「第20条第１項」に改め、同条を第29条とし、第24条を第

28条とする。 

第23条中「第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第６条第２項」を「第４条第

１項、第５条第１項、第６条第１項、第７条第２項」に改め、「若しくは第７条第１項若

しくは第２項」を削り、同条を第26条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（手数料） 

第27条 この条例の許可を受けようとする者は、安曇野市手数料条例（平成17年安曇野市

条例第85号）で定めるところにより、手数料を納付しなければならない。 

第22条を第25条とし、第21条を第24条とし、第20条を第23条とする。 

第19条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。 

法第８条第３項の条例で定める期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める期間とする。 

第19条第２項中「前項」を「法第８条第３項」に改め、同条第３項中「第１項」を「法

第８条第３項」に改め、同条を第22条とする。 

第18条第１項中「次の各号」を「次」に改め、同条を第21条とする。 

第17条第１項第１号中「第３条第１項」を「第４条第１項」に改め、同項第２号中「第

６条第１項」を「第７条第１項」に改め、同項第３号中「第９条第１項」を「第12条第１

項」に改め、同項第４号中「第12条第１項」を「第13条第１項」に改め、同条第２項第１

号中「第４条第１項」を「第５条第１項」に改め、同条を第20条とする。 

第16条中「広告物等を表示し、若しくは設置する者又はこれらを管理する者（以下「広

告物等の設置者等」という。）」を「広告物等の設置者等」に改め、同条第１号中「第14

条」を「第15条」に改め、同条第２号中「前条」を「第16条」に改め、同条を第19条とす

る。 

第15条第２号中「第13条第１号」を「第14条第１号」に改め、同条を第16条とし、同条

の次に次の２条を加える。 

（管理者の設置） 

第17条 この条例の許可に係る広告物等を表示し、又は設置する者は、これらを管理する

者を置かなければならない。ただし、規則で定める広告物等については、この限りでな

い。 

（安全点検） 

第18条 広告物等を表示し、若しくは設置する者又はこれらを管理する者（以下「広告物

等の設置者等」という。）は、当該広告物等について、規則で定めるところにより、当

該広告物等の本体、接合部、指示部分等の劣化及び損傷の状況の点検を行わなければな



らない。ただし、規則で定める広告物等については、この限りでない。 

２ 前項の点検のうち規則で定める広告物等に係るものは、規則で定める者に行わせなけ

ればならない。 

第14条第２号及び第３号を次のように改める。 

(２) 第11条第１項（第12条第２項又は第13条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による許可の条件に違反したとき。 

(３) 第12条第１項の規定に違反したとき。 

第14条を第15条とし、第13条を第14条とする。 

第12条第１項中「前条第２項」を「第11条第２項」に改め、同条第２項中「第６条第２

項から第５項まで、第10条及び前条」を「第10条及び第11条」に改め、同条を第13条とし、

第11条の次に次の１条を加える。 

（変更等の許可） 

第12条 第７条第１項の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る広告物等を変更し、

又は移転しようとするとき（当該許可に係る広告物等を廃止するときを除く。）は、規

則で定めるところにより、市長の許可を受けなければならない。ただし、既設の広告物

等の形状、色彩、意匠若しくは表示内容の変更を伴わない修繕、補強又は塗替えをする

ものについては、この限りでない。 

２ 第10条及び前条の規定は、前項の許可について準用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第16条の次に２条を加える改

正規定（第18条に係る部分に限る。）は、同年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第10条の規定は、令和５年４月１日以降に許可の申請があっ

たものについて適用し、同日前の申請に係る許可については、なお従前の例による。 

 （安曇野市手数料条例の一部改正） 

３ 安曇野市手数料条例（平成17年安曇野市条例第85号）の一部を次のように改正する。 

別表第11項中「条例第６条第１項」を「条例第７条第１項」に、「条例第８条第３

項」を「条例第９条第３項」に、「条例第９条第１項の規定による許可又は条例第12条

第１項」を「条例第12条第１項の規定による許可又は条例第13条第１項」に、「審査」

を「許可」に改める。 

 

 

 

 

 



令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第７号 

 

安曇野市人権教育集会所条例の一部を改正する条例 

安曇野市人権教育集会所条例（平成17年安曇野市条例第236号）の一部を次のように改

正する。 

第２条の表安曇野市豊科町通り人権教育集会所の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 



議案第８号 

 

安曇野市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

安曇野市特別職の職員の給与等に関する条例（平成17年安曇野市条例第40号）の一部を

次のように改正する。 

別表第２中「46,000円を超えない範囲内において」を「国から交付される農地利用最適

化交付金の範囲内で」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

令和５年２月20日 提出 

 

 

安曇野市長  太田 寛 


